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資料２総 合 評 価 表（案）

評 価 項 目 評 価

Ⅰ．項目別評価の総括

１．業務運営の効率化に関する事項
・委員：統括公文書専門官（室）の設置は、アーキビストの専門性確立の面から、評価できる。

役員会、幹部会、とくに連絡会議の定期開催は業務執行効率化の点から、高く評価できる。
・委員：順調に成果を挙げている。

素 案：１．公文書等の受入れから一般の利用に供するまでの期間を現行の１年２月を１年以内に短縮し、一冊当たりの経
費を10％削減することとされている中期目標、中期計画を達成するため平成１３年度においては、公文書等の受
入れから目録作成までの業務をつくば分館で一元的に行うなどの業務執行体制の見直しを行うことにより、業務
の効率化・統一化を図ることができたことは評価できる。なお、経費の10％削減については、中期目標の初年度
であり、評価する時期ではない。
また、つくば分館においては、業務に適応するパート職員の採用、的確な業務管理、進行管理を行うとともに、
受入れから目録の作成までの業務を統一的に正確かつ効率的に処理するために目録記入の仕方、問題点の整理等
可能な限り具体的な事例による記入の仕方を記述する等従来の作業手順の資料を全面的に整備した「業務マニュ
アル」を作成することにより、業務運営の合理化、効率化に役立った。
２．上記の体制整備等により、平成13年度中に公文書等29,723冊の目録を作成することができた。これにより、公
文書館が所蔵するすべての公文書等の目録の作成が完成したことは評価できる。
３．従来からの伝統的な様式により目録を作成されているが、国際的な目録作成様式についても調査・研究を進め
る必要がある。

２.国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項

(1)歴史的公文書の受入れ、保存、利用その他の措置

①受入れのための適切な措置 ・委員：情報公開法施行による収集体制の変化に対応し、献身的努力により収集実績をあげたことは高く評価されるが、事
前に予想される事態として準備体制は十全であったのか？

・委員：各府省からの文書の搬入については、問題状況をなんらかの形で指摘できればと思います。
・委員：膨大な量の移管適否審査業務をこなしたのは高く評価できる。

素 案：１．平成13年度は、改正国立公文書館法及び情報公開法の施行等に伴い、従来、国立公文書館と各府省庁とで直接
協議を行い移管計画を定めていた方法から、各府省と内閣府が協議し、その結果に基づく移管計画により移管を
受けることとなり、手続が煩雑になった。
このような状況において、公文書館は内閣府と協力しつつ公文書館の役割、移管・受入れ制度等について各府

省の担当者に直接説明を行うなどの努力を行う一方、各府省が公開している多量の行政文書ファイル管理簿から
公文書館に移管すべき公文書を積極的に選択し、関係府省と調整するなどの努力を行い、平成13年度移管計画は、
14機関56,519冊となったことは評価できる （平成13年度移管計画分の実際の受入れは平成14年度）。
なお、平成13年度移管計画は上記のとおりであるが、追加移管の申出があった閉鎖機関清算関係55,500冊を除

くとわずか1,019冊であり、過去３年間の年度平均移管冊数18,765冊の5.4％にすぎず、前述したように現状の移
管・受入れ手続の見直し等の検討を含め更なる努力を要請する。

②保存のための適切な措置 ・委員：くん蒸、保存専用書庫環境整備・維持、マイクロ化等適切に実施されている。
修復実績が予想より多少下まわるので、劣化進行からみて改善すべきと思われる。

素 案：１．平成12年度及び13年度に受け入れた公文書等24,747冊すべてのくん蒸処理を行い、温湿度管理や消化設備が整
備されている専用書庫にすべて保存するなど適切に実施されている。
２．公文書館が所蔵している資料の劣化損傷状態の概要と特徴を把握し、調査結果を分析し、今後の保存計画の立
案に資するため早期に保存対策方針を策定し、古書・古文書、公文書等の保存に当たられたい。
また、業務課内に修復係を設置し、作業マニュアルの作成、リーフキャステングの導入により年度当初見込み

を上回る修復実績をあげた。そのほか、利用者の利便の向上と原本保護等の観点からマクロフィルム化作業をつ
くば分館等で行い、前年度を大幅に上回る成果をあげた。
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③一般の利用に供するための適切な措置 ・委員：利用統計は定量的把握しかできないので、定性的把握のための措置、例えばレファレンス内容分析等が本年度は十
分でなかった。
利用統計分析結果の各種業務への具体的活用が報告書では余り明確でない。

・委員：全目録の公開、データベース化にこぎつけたのは、見事な成果である。

素 案：１．公文書館が保存している歴史公文書等のうち一般の利用に供されていない約31万２千冊について、公開の可否
を判断し、順次一般の利用に供するため、平成13年度の最重要事項として、公文書に関し知見を有する専門調査
員を委嘱するなどの体制整備を行い、すべてについて公開・非公開の区分を概定を行う成果を挙げた。
また、概定を受けて平成13年度当初に公文書館が保存している公文書等の目録のすべてを平成14年度から公開

することが可能となる他、データベースへ未登載であった公文書等27万冊のうち24万５千冊についてデータベー
スでの検索等が可能となった。
２．利用者の動向等を把握するための定量的把握はなされているが、定性的把握のための措置、例えばレファレン
ス内容等の分析が十分でなかった。また、利用統計分析結果の各種業務への具体的活用が余り明確でない。
３．春・秋の特別展の展示目録をＢ５版に拡大、閉館時間を木・金に限って時間を延長するなどの創意・工夫を行
った。また、つくば分館における常設展に地元関係の公文書（レプリカ）を使用するなどの創意・工夫がなされ
た。
４．研究紀要「北の丸」は、今後とも更に内容を充実して継続されたい。
５．ホームページは有力な広報等の手段であり、更に充実した内容となるよう他の類似機関等を参考にしながら検
討を進めていただきたい。
６．国立公文書館広報ビデオの内容は優れており、有償販売を含め、多方面で活用できる方策を検討されたい。
７．利用者の利便の向上と重要文化財等原本の保護を図るためマイクロフィルム化、カラーポジフィルム化、写真
本・レプリカの作成を計画的に推進し、成果をあげた。
８．目録の分析・調査研究についても計画的に推進されたい。

④国の保存利用機関と連携した利用者の利便性向上のための措置 ・委員：特に資料の保存技術領域において共通課題を持つNDLからの情報収集は評価できる。
・委員：相手があることでもあるが、いまだ成果を評価する段階にない。

素 案： 国の保存利用機関との連携は重要なことであり、引き続き推進されたい。

⑤保存及び利用に関する研修の実施その他の措置 ・委員：対象者別、目的別の研修会、研究会が適切に企画、実施されている。

素 案：１．国及び地方公共団体の保存利用機関等の職員を対象に、研修内容を工夫して行い、アーキビスト養成及び専門
性向上に貢献した。しかし、参加人数が固定化しており、何らかの対策を検討願いたい。
２．地方公共団体の公文書館、日本歴史学協会国立公文書館特別委員会等との懇談・交流を引き続き推進されたい。
また、情報誌「アーカイブズ」も積極的に活用されたい。

３．国際公文書館会議等への出席等の国際交流、国際協力は今後とも積極的に推進されたい。

(2)アジア歴史資料のデータベースの構築及び情報提供に関する事項

①アジア歴史資料センターの開設 ・委員：将来データ量が増加しても対応できるようにハード面で配慮した点が評価できる。
事前広報を印刷物配布とＨＰをインターネット主要検索サイト登録両面で行った点が評価できる。印刷物配布に教
育委員会、図書館、博物館を加えたであろうか。

・委員：セキュリティまで含め、優れた全体設計である。

素 案： 平成11年11月30日の閣議決定に基づき、開設場所の確保、必要機材の調達、事前広報活動等短期間に準備を済ま
せ、11月30日にセンターを開設するとともに情報提供サービスを開始することができたことは評価できる。

②アジア歴史資料データベースの構築
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・委員：ＨＰコンテンツは日本語、英語版ともにuser friendlyで高く評価できる。
英語版でのキーワード検索を、このような短期間で可能にしたことは国際的にも評価できる。
※英語版の検索は14年６月28日から実施。
キーワードがシソーラスとして冊子体、又はＨＰ上で全体が一覧できるようになっているとよい。

・委員：短期間に充実した内容を構築した。

素 案：１．国立公文書館、外務省外交史料館及び防衛庁防衛研究所図書館の協力によりアジア歴史資料センターデータベ
ース構築計画を上回る236万コマを入手し、これらについて画像データ等の処理をし、各種検索システムを構築し
てインターネットを通じ広く内外へ配信できたことは評価できる。
２．同センター内に閲覧室を設け、必要な資料のデータベースからの直接閲覧、効率的な検索方法のアドバイスを
行うなど利用者の立場にたったサービスを提供したことは評価できる。

③利用者の利便性向上のための調査等 ・委員：モニター制は高く評価できる。
データ上のセキュリティ、施設管理上のセキュリティも評価できる。

・委員：アクセス数等を見れば、すでに充分な機能を果たしている。

素 案：１．利用者の動向、ニーズ等を収集分析し、ホームページの改良を行ったことは評価できる。
２．外部コンサルタントにデータの保護対策等について調査研究を依頼し、調査結果を踏まえて対策を講じるとと
もに、緊急時の連絡体制を確立するなどのセキュリティの維持に努めたことは評価できる。

３．予算、短期借入金、剰余金に関する事項 ・委員：総体的に適切と思われる。
・委員：十分である。

素 案：適切に処理されている。

４．人事に関する事項 ・委員：パート職員活用は評価できるが、将来的に予想される雇用問題への対応を考えておく必要が感じられた。

素 案： 中期計画の１年目であり、現時点での評価は難しいが、中期計画には、管理部門の削減が予定されており、会計
基準の変更等に伴う事務が増大して状況において目標を達成するために更なる努力を期待する。

Ⅱ．その他の業務実績等に関する評価

１．業務運営の改善に関する事項 ・委員：組織改革、多量のパート職員活用、マニュアル整備等により、良好な実績をあげた。ただし、パート職員対策が事
前に考慮されていない点に危惧を感じる。

素 案： 業務運営の改善を図るため以下の取組みを行い、成果を挙げた。
① 役員会、幹部会、連絡会議等の業務執行管理体制を整備し、中期目標を踏まえた中期計画及び年度計画の業務
を的確・効率的に実施した。
② 独立行政法人化に伴う新たな会計制度等に対応するため管理分門の管理体制を整備した。

、 、 、 （ ）③ 業務の効率化及び質的向上を図るため 関連した業務を同一課の下で行うべく 業務課 統括公文書専門官 室
に改組した。
④ 複写サービスの向上を図るため、閲覧室内にマイクロリーダープリンターを設置し、複写サービスを開始した。
⑤ アジア歴史史料センターが所掌する業務に関する事項につき必要な助言等を行うことを目的とする「アジア歴
史資料センター諮問委員会」を開催し、インターネットに係る法律問題等専門家の立場からアドバイスを受けた。
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２．利用実績等事業の実施に関する事項 ・委員： インターネットによる目録検索、マイクロリーダープリンターやデジタルカメラによる複写サービスなど、国際
化、高度IT時代にふさわしい業務展開を試みている。展覧会開催、ミュージアムショップ的事業が一般人への関心
喚起に役立っている。

素 案：１．利用実績は以下のとおりおおむね順調であった。
平成13年度の公文書館の利用状況を見ると、過去３年の平均と比較し、月平均の利用者数は微増、閲覧冊数は

微減、マイクロフィルム利用者数は、公文書のマイクロフィルム化が毎年進んでいることから、倍増した。その
ほか、複写数、出版掲載数、レファレンス数は減少し、館外貸出件数は増加した。また、展示会入場者数は展示
内容、展示期間等が異なることからいちがいに比較はできないが、若干減少した。

２．一般の利用を促進するため以下の措置を講じ、成果を挙げた。
① 国立公文書館利用規則を改正し、年齢制限及び利用目的制限を撤廃した。
② 有償刊行物の販売単位等を見直した。

３．職員の能力開発等人事管理に関する事項 ・委員：研修会、研究会等が適切に企画、実施され、アーキビスト養成及び専門性向上に貢献している。

素 案： 業務計画等に基く目標を設定し、目標の達成度、難易度に基づく新たな勤務評定を平成14年度から実施できるよ
う勤務評定制度を整えたことは評価できる。

４．その他 素 案：１．統括公文書専門官室の体制強化を図るため、アーキビストとして必要な専門的知識、実績及び経験を有してい
る優秀な人材を国家公務員採用試験による採用とは別に、個人の実績・経験による職務遂行能力に重点を置いた
選考採用試験を独自に実施し、多数の応募者の中から採用したことは評価できる 。。

◎ 総合評価（業務実績全体の評価） ・委員： 国立公文書館が本来行うべき業務が、独立行政法人として行うことはふさわしくない。各府省庁と同格でなけれ
ば、本来の業務の遂行は不完全で終らざるをえない。

・委員： 独法となって「国立公文書館は明るく、入りやすく、親切になった」という一般的な声が耳にされ、また、イン
ターネットによる利用実績が明確に示された点で評価される。
利用、情報提供の面では、独法による効果がみられたが、歴史的公文書収集、受入れの点において課題が充分に

解決されたとは思われない。
国の保存利用機関との連携と同時に、各都道府県文書館との公文書情報ネットワーク・システム形成に配慮すべ

きではなかったか。
・委員：全体として、独立行政法人化の目指したものが、着実な成果として表れているといえるだろう。
・委員： 平成１３年度は、独法国立公文書館の設立から事業の執行まで初めての経験でありながら、諸制度の整備から執

行の結果まで十分に行われたことを評価します。
会計的には 「独法会計基準」の適用初年度にもかかわらず 「基準」に準拠して処理されていると評価します。、 、
なお、歴史的財産である公文書の保管について、効率性を考慮しながら将来にわたって時間に耐え得る整理が必

要であると考えます。

素 案： 平成13年度の独立行政法人国立公文書館の業務の実績について、中期計画の実施状況を調査、分析し総合的に評価
したところ、以下の理由により中期目標期間の初年度としては、施策は順調に実施されているものと評価する。
以下、評価に至った理由を述べる。

１．業務運営の効率化に関して
（１）平成13年度は、独立行政法人に移行して初年度であり、役員会、幹部会等業務執行管理体制を整備し、公文

書館の計画的・効率的運営を図るための体制整備に努めた。その他、新たな会計制度に対応するための管理部
門の管理体制の整備、関連した業務を同一課の下で行うよう業務課、統括公文書専門官（室）の設置、パート
職員の活用、公文書専門官・公文書研究官の充実、独自の選考試験による採用等業務運営の効率化に努めたこ
とは評価できる。
なお、中期目標及び中期計画の経費削減目標については、初年度であり、現時点での評価は難しい。
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２．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関して
（１）歴史公文書等の受入、保存等に関して

① 平成13年度は、独立行政法人化に伴い移管等について各府省と直接協議等を行うことができなくなり、ま
た、情報公開法が施行され移管の困難さが増した。このような状況にあって、平成13年度移管計画において
14機関から56,519冊の移管を受けることとなったことは、公文書館の努力の結果と、評価できる。
なお、移管手続が新しくなったことによる問題点等を整理し、より一層、順調に歴史公文書等の受入れが

できる環境整備を行う必要がある。
② 平成12年度及び13年度に受け入れた歴史公文書等24,747冊すべてについてくん蒸処理を行い、専用書庫に
保存したことは評価できる。また、業務課内に修復係を設置し、リーフキャスティングを導入するなどによ
り、年度当初を上回る成果を挙げたことは評価できる。
③ 公文書館が保存し、一般の利用に供していない約31万冊について、公文書に関し知見を有する専門調査員
を委嘱するなどの体制整備により公開・非公開の区分を概定したことは高く評価できる。
④ 春、秋の特別展に関し、展示目録をＡ５版からＢ５版に拡大、閉館時間を特定の２日間に限り延長するな
ど、利用者の立場から見直しを図ったことは評価できる。
⑤ 定量的な利用者の動向は調査、分析されているが、レファレンス内容の分析等定性的把握のための措置が
不十分である。
⑥ 国立公文書館と類似の機関等との連携を推進する必要がある。
⑦ 研修会、研究会等は適切に実施されており、アーキビスト養成及び専門性向上に貢献している。
⑧ 国立公文書館利用規則を改正し、多くの国民に利用できる機会を与えたことは評価できる。
⑨ 閲覧室にマイクロリーダープリンターを導入し、利用者の利便の向上を図ったことは評価できる。

（２）アジア歴史資料センターに関して
① 平成13年度中にアジア歴史資料センターを設置するとの閣議決定を受け、開設場所の確保、必要機器等の
調達、セキュリティを確保するなどの組織体制を短期間に確立したことは評価できる。
② 予定を上回るデータを処理し、各種検索システムを構築するなどしてインターネットによる配信を行った
ことは高く評価できる。
③ 今後は、アジア歴史資料センターデーターベース構築計画を少しでも早く完了できるよう更なる努力を希
望する。

３．財務処理に関して
新たに導入された独立行政法人会計基準に基づき適正に処理されており、評価できる。

４．その他
（１）有識者会議等の活用

「有識者による会議」及び「アジア歴史資料センター諮問委員会」の積極的な活用を検討する必要がある。
（２）自己収入

公文書館が刊行した有償刊行物について、販売単位、価額を見直すなどの工夫を行い、自己収入の増加に努
めたことは評価できる。


